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訟法281条の 5 第 1 項を適用（検察官開示証拠の目的外使用罪）して起訴された
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動画サイトに掲載した行為に刑事訴訟法281条の 5 第 1 項を適用して処
罰することが，憲法21条 1 項に反する
　　②検察官開示証拠の使用目的として定められている「当該被告事件の審
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　 3 　被告人が当該被告事件における証拠等の問題点を指摘して一般の支援
を求めて本件掲載行為を行うことは，当該被告事件の審理の準備に使用
する目的による使用には当たらず，刑事訴訟法281条の 5 第 1 項に該当
する。
第 3　検討
　 1 　本件では，控訴の趣意①の本件掲載行為を刑事訴訟法281条の 5 第 1
項（以下「本条」という。）により処罰することの憲法21条 1 項違反の点に
ついても判断されているが，本研究では，控訴の趣意②の刑事訴訟法
281条の 5 第 1 項該当性判断，その構成要件の核心部分を構成する同法









など，刑事訴訟法281条の 4 第 1 項各号所定の手続又はその準備に使用する
目的以外の目的で，人に交付し，提示し，まあは電気通信回線を通じて提供
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書に貼付された写真に写っている法廷警備員らに報復し，被告人の主張に沿
う供述をするよう不当な圧力を加えることにもあった旨認定しているが，本
条該当性の判断においては指摘されていない。このことは，本条の構成要件
が，「審理準備目的」の下になされたものであるかを問題とし，他の目的が
併存していても，「審理準備目的」の下で行われた場合に該当するかの点に
決定付けられる構造をとるものである以上，当然といえる。
（5）　本判決にみられる本件掲載行為を手段とする防御活動の評価
　本判決は，弁護人主張のような防御の目的をもって本件掲載行為を行うこ
とにつき，そのような目的の存在自体を否定することなく，「訴訟手続にお
ける防御活動とはいえず」として，「審理準備目的」にあたらない旨判示し
ている。
　この判示部分は，このような活動が，被告人，弁護人において防御活動の
一環との認識の下で行われたとしても，憲法，刑事訴訟法が被告人に厚く保
障する防御活動とは異なり，要保護性が高くない旨を端的に表現したものと
も解し得る。
　弁護人としては，最善弁護を目指す過程でこのような活動に注力すること
がある。しかし，前記判示部分からは、判断権者である裁判所においては，
事件の判断プロセスに重要な意味を持たないと考えていることが窺われるの
であり，弁護人としては、この点に留意しつつ防御活動の力点の置き場を考
える必要があろう。
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